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鳥取市市民政策コメント実施要綱 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取市自治基本条例（平成２０年鳥取市条例第２５号）

第２６条第３項の規定に基づき、市民政策コメントの実施に関し、必要な事

項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１）市民等 鳥取市自治基本条例第２条第１号に規定する市民、市税の納税

者その他市の利害関係者をいう。 

（２）市民政策コメント 市が策定若しくは改定しようとする施策、計画等の

案又は市が制定若しくは改廃しようとする条例等の案（以下「施策案等」

という。）の内容について広く公表し、市民等からの意見、要望等（以下

「意見等」という。）を受け付け、提出された意見等の概要及び提出され

た意見等に対する市の考え方を公表する一連の手続をいう。 

 

（実施の範囲） 

第３条 市民政策コメントを必要とする施策案等は、市民等の生活に重大な影

響を及ぼすと考えられる次に掲げるものとする。 

（１）大規模な拠点開発及び施設整備計画の策定又は改定 

（２）市政に関する基本方針を定めることを内容とする条例又は市民等に義務

を課し、若しくは権利を制限することを内容とする条例（市税の賦課徴収

並びに分担金、使用料、手数料及び保険料の徴収に関するものを除く。）

の制定又は改廃 

（３）総合計画等市の基本的政策を定める計画又は個別の分野における施策の

基本的な事項を定める計画の策定又は改定 

（４）その他市民等の生活に重大な影響を及ぼす規則等の制定又は改廃 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、市民政策コメントを行わないことができる。 

（１）軽微なもの 

（２）緊急に行わなければならないもの 

（３）法令の規定により実施の基準が定められており、その基準に基づいて行

うことにより、政策的な判断を伴わないもの 

３ 市長は、第１項各号に掲げる事項以外のものについても、市政運営に関し、

積極的に市民政策コメントを行うよう努めるものとする。 

 

（実施予定案件の公表） 

第４条 市長は、毎年度、その年度において市民政策コメントを実施しようと

する施策案等の案件を取りまとめ、これを鳥取市公式ウェブサイトに掲載す

ることにより公表するものとする。 
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（審議の過程等の公表） 

第５条 市長は、前条の規定により公表した実施予定案件に関する審議の過程

又は検討の状況について、非公開情報を除き随時公表するものとする。 

 

（市民政策コメントの実施） 

第６条 市長は、市民政策コメントを実施しようとするときは、当該施策案等

を公表するとともに、次に掲げる資料を併せて公表するよう努めるものとす

る。 

（１）施策案等を策定する趣旨、目的及び背景 

（２）根拠法令の規定や上位計画等の概要 

（３）施策案等を立案する際に整理した考え方 

（４）施策案等の実施に係る概算事業費 

（５）期待する効果及び可能な限り数値化された目標 

（６）その他市長が必要と認める資料 

２ 市長は、前項の公表に際して、次に掲げる意見等の提出に係る事項等を併

せて公表するものとする。 

（１）施策案等に対する意見等の提出期間、提出先及び提出方法 

（２）施策案等に係る資料の入手方法 

（３）施策案等についての問い合せ先 

 

（情報提供の方法） 

第７条 市長は、市民政策コメントの実施に当たっては、次に掲げる媒体をす

べて利用し、市民等に対し情報提供するものとする。 

（１）報道機関 

（２）とっとり市報 

（３）鳥取市公式ウェブサイト 

（４）鳥取市行政情報番組（ぴょんぴょんネット） 

２ 市長は、必要に応じ前項各号に掲げる媒体のほか、次に掲げる方法により

情報提供に努めるものとする。 

（１）ちらし、パンフレット等 

（２）市民説明会 

（３）その他案件に応じた効果的な方法 

 

（意見等の提出期間） 

第８条 市長は、前条の規定により情報提供を開始した日から起算して２０日

以上、市民等からの意見等の提出の期間を確保しなければならない。ただし、

やむを得ない理由があるときは、２０日を下回る期間を定めることができる。 

 

（意見等の提出方法） 

第９条 意見等は、原則として文書（電子文書を含む。）によるものとし、次

に掲げる方法により提出するものとする。 

（１）郵便 

（２）電子メール 
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（３）ファクシミリ 

（４）市長が指定する場所への書面の持参 

（５）とっとり電子申請サービス（鳥取市） 

（６）その他市長が必要と認める方法 

２ 意見等を提出する者は、住所、氏名その他市長が必要と認める事項を明ら

かにしなければならない。 

 

（個人情報の保護） 

第１０条 前条の規定により提出された意見等のうち個人情報に関するものは、

鳥取市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年鳥取市条例第３６

号）の趣旨により適正に取り扱うものとする。 

 

（意見等の取扱い） 

第１１条 市長は、第９条の規定により提出された意見等に対する市としての

考え方及び施策案等への反映状況を取りまとめ、提出された意見等と併せ次

に掲げる媒体を利用し、公表するものとする。 

（１）鳥取市公式ウェブサイト 

（２）鳥取市行政情報番組（ぴょんぴょんネット） 

（３）その他市長が必要と認める方法 

２ 市長は、提出された意見等を考慮して施策案等の策定について意思決定を

行うものとする。 

 

（実施結果の公表） 

第１２条 市長は、毎年度、市民政策コメントを行った施策案等の状況をとり

まとめ、これを鳥取市公式ウェブサイトに掲載することにより公表するもの

とする。 

 

（複数回の実施） 

第１３条 市民政策コメントは、同一案件について、複数回実施できるものと

する。 

２ 市長は、市民政策コメントにより提出された意見等に基づき修正された施

策案等が第６条の規定により公表した施策案等と大きく異なるものとなった

ときは、再度市民政策コメントを実施するよう努めるものとする。 

 

（市民政策コメント手続によらない意見等の取扱い） 

第１４条 第４条の規定により実施予定案件を公表してから施策案等の最終案

を取りまとめるまでに、当該案件に関して市長への手紙制度、公聴会、アン

ケート等、市民等の市政への参画を促進する制度で得られた意見等は、当該

案件を審議している審議会若しくは検討会（以下「審議会等」という。）又

は市民政策コメントにおいて、意見等として適切に取り扱うものとする。 

 

（市民政策コメントの特例） 

第１５条 市長は、審議会等がこの要綱の規定に準じた手続を経て策定した報
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告、答申等に基づき、施策案等の策定を行うときは、第３条の規定にかかわ

らず、市民政策コメントを行わないで意思決定をすることができる。 

２ 法令により、縦覧等の手続が義務づけられている施策案等の策定にあって

は、この要綱と同等の効果を有すると認められる範囲内において、この要綱

の規定に準じた手続を行ったものとみなし、その他必要な手続のみを行うこ

とで足りるものとする。 

 

（各執行機関等での取扱い） 

第１６条 市長は、市民政策コメントの実施について、この要綱に準じた運用

を教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、固定

資産評価審査委員会、水道事業管理者及び病院事業管理者に求めるものとす

る。 

 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

  附  則 

 この要綱は、平成１３年 １月 １日から適用する。 

附  則 

この要綱は、平成１４年 ７月 １日から適用する。 

附  則 

 この要綱は、平成１７年 ９月２９日から適用する。 

附  則 

 この要綱は、平成１８年 ７月 １日から適用する。 

附  則 

 この要綱は、平成２１年 ４月 １日から適用する。 

附  則 

 この要綱は、平成２６年 ４月 １日から適用する。 

附  則 

 この要綱は、令和 ２年 ８月 １日から適用する。 

附  則 

 この要綱は、令和 ６年 ４月 １日から適用する。 

 

 


